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き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載し
ておりません。なお、本株主総会においては、書面交付請求の有無にか
かわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを
記載した書面を一律にお送りいたします。

第53回定時株主総会招集ご通知
交付書面への記載を省略した事項
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業務の適正を確保するための体制

業 務 の 適 正 を 確 保 す る た め の 体 制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務ならびに当該会社及びその子会社
からなる企業集団の業務の適正を確保するための体制についての取締役会決議の内容の概要は以下のとおりであります。

当社は以下のとおり、当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の業務の適正を確保するための体制ならびに当
社監査等委員会の職務の執行のために必要な体制を整備し、運用する。

１. 当社グループの取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・法令等の遵守があらゆる企業活動の前提であるとの認識のもと、当社グループの取締役、執行役員及びパートナー（これ

らに相当する役職にある者を含む。以下「取締役等」という。）は、全社的な見地から当社グループ全般の法令遵守の徹
底に率先して努める。また、当社取締役社長が指名するコンプライアンス・オフィサーは当社グループの法令遵守に対す
る取り組み全般を統括する。

・当社は、当社グループ各社に共通のグローバル・コンプライアンス・ポリシーを作成し、当社グループ各社は、当該ポリ
シーに基づき、所在国の法制度、企業規模、組織体系その他の特性を踏まえた法令等の遵守体制を整備し、徹底する。

・反社会的勢力との関係を遮断し、断固とした姿勢で臨む。反社会的勢力の排除に組織全体として取り組み、そのための対
応部署を設置し、警察や弁護士等の外部専門機関と緊密に連携する。

・当社の内部監査室は、当社グループにおける法令等の遵守状況を監査し、取締役社長及び監査等委員会ならびに必要に応
じて取締役会に報告する。また、当該監査を受けた部署または子会社は、是正または改善の必要を指摘された場合はすみ
やかに対処する。

・法令等に違反する、または違反するおそれがある行為ならびに職場におけるハラスメントを当社グループの役職員、投資
先企業および投資検討先、顧客ならびに取引先等当社の業務と関わりのある者が直接当社に情報提供する方法としてジャ
フコホットラインを設置し、運営する。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社は、取締役会をはじめとする重要な会議での意思決定に関する記録や、その他取締役等の職務の執行に係る重要な文

書や情報を、法令や社内規程に従って適切に保存・管理する。

３. 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社グループの取締役等は、リスク管理のための体制や施策等を整備する権限と責任を有する。また、当社の管理担当役

員は当社グループのリスク管理に対する取り組みを横断的に推進する。
・当社においては、当社の主たる事業であるプライベート･エクイティ投資に係るリスクを管理するため、社内規程に基づ

き取締役社長やパートナー等で構成される投資委員会での審議を経て投資の可否を決定する。その決定にあたっては、投
資部門とは別途に投資調査担当の所見を求める。また投資部門が未上場投資先会社の業容を随時かつ定期的に把握し、必
要に応じた対応を行う。

・海外子会社においては、所在国、企業規模、組織体系その他の特性を踏まえた適切な体制を設け、投資判断や投資先企業
の業容把握等を行い、プライベート･エクイティ投資に係るリスクを管理する。

・当社グループの取締役等は、当社グループの経営に重大な影響を与えるリスクが顕在化した場合は、直ちに当社の管理担
当役員に報告し、当社は事案に応じ適切な対応を行う。

４. 当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社の取締役等の職務分担を明確にし、業務分掌や職務権限に係る社内規程を設け、役割分担や指揮命令関係などを通じ

て業務の効率的な遂行を図る。
・当社は、定例の取締役会を毎月1回開催するとともに、必要に応じて臨時に開催し、業務執行上の重要事項の決定ならび

に取締役の業務執行の状況の監督を行う。
・当社グループ及び運用ファンドのポートフォリオ管理制度を充実させ、当社の取締役会において定期的に状況を報告する

ことにより、パフォーマンス管理の徹底を図る。
・国・地域により特色が異なるプライベート・エクイティ投資の特性に鑑み、日本・米国・アジアの３極ごとに投資及びフ

ァンド運用に係る委員会その他必要な会議を設置し、プライベート･エクイティ投資に係る意思決定の効率化を図る。

５. 当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他当社グループにおける業務の適正を
確保するための体制

・子会社の役員に当社の取締役、執行役員または使用人を派遣するとともに、当社取締役会で子会社の役員等が定期的に当
該子会社における重要な業務執行状況の報告を行う。

・子会社は、その財務情報及び子会社が管理するファンドの運用状況について、定期的に当社に報告する。さらに業務上関
連する部署間での情報交換などを通じて、当社及び子会社間で業務の適正を確保するための連携を図る。

・子会社の社長は、各社の業務の適正を確保するための体制や施策等を整備する権限と責任を有する。
・当社による内部監査及び監査等委員会の監査は、子会社もその対象として実施する。
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業務の適正を確保するための体制

６. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）からの独立性に関する事項、ならびに当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事
項

・必要に応じ、監査等委員会の職務を補助すべき取締役または使用人を配置するものとし、当該使用人の人事については、
取締役と監査等委員会が協議を行う。

・監査等委員会を補助すべき使用人が監査等委員会の補助業務を遂行する際の、当該使用人への指揮命令権は監査等委員会
に属するものとする。

・監査等委員会の監査にあたっては、内部監査室の監査の結果を活用する。また内部監査室は、監査等委員会との協議によ
り、必要に応じて監査等委員会が要望する事項の内部監査を実施し、その結果を監査等委員会に報告する。

７. 当社グループの取締役等及び使用人が当社監査等委員会に報告をするための体制ならびに報告をした者が当該報告を理由
として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・当社グループの取締役等及び使用人は、監査等委員会からの要請に応じ、職務の執行ならびに業務の状況について報告す
る。

・当社グループの取締役等及び使用人は、当社及び子会社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項、法令・定款違反行為、
取締役の不正行為、ならびにジャフコホットラインによる通報内容のうち取締役等に関係するものその他重大なものを、
すみやかに監査等委員会に報告する。

・ジャフコホットラインの通報窓口を社内外に設置し、内部窓口には当社監査等委員を含めることとする。
・ジャフコホットラインに通報した者や当社監査等委員会への報告を行った者は、当該通報・報告を理由として不利な取扱

いを受けないものとする。

８. 監査等委員の職務の執行について生じる費用等の処理に係る方針に関する事項
・監査等委員の監査に係る諸費用については、監査の実効性を担保するため必要な予算を設けるとともに、監査等委員より

費用の申請があった場合は、経理部門で確認の上支払うものとする。

９. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・代表取締役は、監査等委員との間で定期的に意見交換を行う機会を設ける。
・取締役等は、監査等委員が社内の重要な会議または委員会に出席する機会を確保する。
・監査等委員会と内部監査室ならびに会計監査人は、定期的な協議の機会を設け、情報交換、意見交換を通じてその連携を

強化する。
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業務の適正を確保するための体制

業 務 の 適 正 を 確 保 す る た め の 体 制 の 運 用 状 況 の 概 要
当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

１．コンプライアンス管理
・各種の法令・制度改正に関して、社内規程や業務フロー等への影響度を関連部署で検討し、必要な対応に取り組みまし

た。
・当社の全役職員より、年1回、情報管理、インサイダー取引規制や個人の株式売買等に関する法令や社内規程の遵守につ

いて誓約書の提出を受け、コンプライアンス意識の浸透を図っています。
・反社会的勢力の排除ならびにマネー・ローンダリング及びテロ資⾦供与対策として、ファンド出資等に係る取引時確認の

実施、関連情報の収集把握、警察や弁護士等の外部専門機関との連携等に努めています。
・「財務報告に係る内部統制に関する規則」を制定し、財務報告に係る内部統制の整備、運用、評価を会計監査人とも連携

しながら実施しています。
・ハラスメントの根絶に向けての取り組みを一層進めるため、「ハラスメント防止に関する方針」を策定しました。また、

従来から設けている内部通報制度（ジャフコホットライン）を拡充し、同制度の利用対象者を当社の役職員だけでなく投
資先・投資検討先や取引先など当社の業務に関係するすべての方に拡大するとともに、通報の受付窓口として当社内の内
部窓口に加え独立性の高い社外法律事務所の弁護士による外部窓口も設け、どちらの窓口でも選択し通報できるようにし
ました。

２．リスクの管理
・内部監査室は、内部監査計画に基づき当社各部門及び海外子会社について内部監査を実施し、当該監査結果を取締役社

長、監査等委員会及び取締役会に報告しています。
・海外業務を担当する役員等は、取締役会の業務報告において、海外拠点の投資、ファンド運用その他海外業務に関する重

要な事項を定期的に報告しています。
・当社グループのコンプライアンス管理及びリスク管理の状況について、定期的に取締役会へ報告しています。
・未上場投資先企業への投資につき、当社内の評価に係る会議において、回収予想⾦額が取得原価の70％を下回る可能性

が高いと判断する場合には、当社で定める「未上場営業投資有価証券の評価引当基準」に基づき、回収予想⾦額に応じて
損失見積額を投資損失引当⾦として計上しています。

・投資先企業における事業、コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスやリスク管理上の課題把握に努め、投資部門を
中心にこうした課題の改善に投資先企業とともに取り組みました。またこのような情報を可能な範囲で社内で共有し、他
の投資先支援への参考にしています。

・2019年以降に設立した国内の基幹ファンドの運用では、当社等との間で利益相反の余地がある事項等につき有限責任組
合員の代表により構成されるアドバイザリーボードに助言を求め、利益相反等を事前に防止する態勢を強化しています。

３．職務執行の効率性
・定例の取締役会を原則毎月１回開催し、経営上の重要事項の決定、業務執行状況の監督を行っています。
・未上場企業への投資に関する意思決定は、日本・アジア・米国それぞれの拠点が設ける投資に係る委員会が行うことで、

各地域の状況に応じた適切なリスク管理と効率的な職務執行を図っています。
・投資先企業の成長シナリオを想定し、それを実現するための具体的なアクションを、パートナー・投資担当者及びその他

の関係者において随時かつ定期的に検討し、実施しています。
・毎月の取締役会においてポートフォリオの月次状況を報告し、部門・子会社及びファンドごとのポートフォリオ管理を徹

底して、ファンドパフォーマンスの向上を図っています。
・社内の業務プロセスを継続的に見直すとともに、IT等の業務インフラの導入・刷新、フレックスタイム制やリモートワー

クの実施による柔軟な働き方、報酬・評価制度の見直し等により、業務の円滑な実施、効率化と生産性の向上を図ってい
ます。

４．監査等委員会による監査・監督
・常勤の監査等委員を主体とし、内部監査室とも連携しながら、投資委員会その他社内の重要な会議に出席し、必要に応じ

て意見を述べるなどして、業務執行の監督を行っています。
・監査等委員は取締役、執行役員、パートナー、投資その他の部署の責任者や担当者へヒアリングを実施し、重要な意思決

定や職務の執行状況等に関する説明を受けました。
・代表取締役または所管の役員等による決裁書面は、常勤の監査等委員に回覧されるとともに、監査等委員会は所管部署か

ら当該決裁状況につき別途定期的な報告を受けています。
・内部監査室及び管理部の職員が、必要に応じて監査等委員会の業務を適宜補助しています。
・監査等委員は、指名・報酬委員会等において代表取締役との意見交換を行っています。また、監査等委員会は、内部監査

室及び会計監査人と定期的に協議の機会を設けています。
・ジャフコホットラインに通報した者や当社監査等委員会への報告を行った者は不利な取扱いを受けないことをイントラネ

ット等で周知しています。
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連結注記表

・市場価格のない株式等
以外のもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法であります。
評価差額は、未上場投資先の新株予約権や新株予約権付社債等の株式以外の投資等は
全部純資産直入法により処理し、それ以外の有価証券については部分純資産直入法に
より処理しております。また、売却原価は移動平均法により算定しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法であります。

建 物 ８年～18年
器具及び備品 ３年～15年

連 結 注 記 表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 12社
・主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社４社の名称は、事業報告の「１．当社グループの現況 (6) 重要な子

会社の状況」に記載しております。
（注）その他８社は、当社グループが管理運営するファンドの設立等のために保有す

る法人等であります。
②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称 JAFCO America Ventures Inc.
ジャフコＳＶ４－Ｊ号投資事業有限責任組合
ＳＶ６パートナー有限責任事業組合
JAFCO ASIA S-8 Fund L.P.
他６社

・連結の範囲から除いた理由 JAFCO America Ventures Inc.、ジャフコＳＶ４－Ｊ号投資事業有限責任組合、Ｓ
Ｖ６パートナー有限責任事業組合、JAFCO ASIA S-8 Fund L.P. 他６社については、
いずれも小規模であり、かつ、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の関連会社

持分法適用の関連会社はありません。
②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

ジャフコＳＶ４－Ｊ号投資事業有限責任組合、ＳＶ６パートナー有限責任事業組合、JAFCO ASIA S-8 Fund L.P.
他３社については、総額法（ファンドの資産、負債及び収益、費用を当社グループの出資持分割合に応じて計上）
で処理しているため、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、重要性がないため持分法の適用か
ら除外しております。
また、非連結子会社であるJAFCO America Ventures Inc.他３社と、関連会社である、中信ベンチャーキャピタ
ル株式会社他１社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、重要性がないため持分法の適用か
ら除外しております。

③　議決権の100分の20以上、100分の50以下を所有しているにもかかわらず関連会社としなかった会社の状況
・当該会社等の名称 大平洋ランダム株式会社
・関連会社としなかった理由 大平洋ランダム株式会社については、当社の主たる営業目的である投資育成のために

取得したものであり、営業、人事、資金その他の取引を通じて投資先企業に重要な影
響を与えることを目的とするものではないためであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる場合は、連結子会社が連結決算日現在で実施した仮決算による財務諸表を使
用しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

②　固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づく定

額法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ．無形固定資産 ソフトウェア（自社利用分）について、社内における見込利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。
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イ．退職給付に係る会計処理
の方法

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給
額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．ファンドへの出資金に係
る会計処理

当社グループが管理運営するファンドへの出資金に係る会計処理は、当社と決算日が
同一であるものについては、連結決算日におけるファンドの財務諸表に基づいて、ま
た、当社と決算日が同一でないものについては、連結決算日におけるファンドの仮決
算による財務諸表に基づいて、ファンドの資産、負債及び収益、費用を当社グループ
の出資持分割合に応じて計上しております。

ハ．重要な外貨建の資産又は
負債の本邦通貨への換算
の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は連結決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計
上しております。

へ．重要な収益及び費用の計
上基準

① 企業の主要な事業における主な履行義務の内容
当社及び連結子会社が運用するファンドを組合契約に基づいて管理・運用する義
務があり、一定の期間にわたり継続して履行義務が充足されます。

② ①の義務に係る収益を認識する通常の時点
（管理報酬）一定の期間にわたる履行義務を充足した時点で収益を認識しており
ます。
（成功報酬）当社及び連結子会社が運用するファンドから受け取る成功報酬は、
変動対価であり、収入金額が期末時点で将来、著しい減額が発生しない可能性が
高いと見込まれた時点で収益を認識しております。

③　引当金の計上基準
イ．投資損失引当金 連結会計年度末に有する未上場営業投資有価証券の損失に備えるため、投資先企業の

実情を勘案の上、その損失見積額を計上しております。なお、連結損益計算書の「投
資損失引当金繰入額（戻入額）」は、投資損失引当金の当連結会計年度末残高と前連
結会計年度末残高の差額を計上しております。また、減損処理を実施した未上場営業
投資有価証券については、減損損失相当額を投資損失引当金繰入額に含めて計上し、
取得原価から直接減額しておりません。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上して
おります。

ハ．役員臨時報酬引当金 役員の臨時報酬の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上し
ております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

ニ．売上総利益区分 営業投資有価証券の回収過程で発生する損益を確定したものと未確定のものに区分
し、確定したものについては投資成果を、未確定のものについては保有に伴って生じ
る見込損失の変動状況をそれぞれ明確にするため、見込損失部分を除外した売上総利
益区分を設けております。その後に、投資損失引当金の当連結会計年度末残高と前連
結会計年度末残高の差額を「投資損失引当金繰入額（戻入額）」として、また、営業
投資有価証券の評価差額（全部純資産直入法に基づく評価差額を除く）について、当
連結会計年度末において時価が取得原価を下回る金額から前連結会計年度末における
当該金額を控除した純額を「部分純資産直入法に基づく営業投資有価証券評価損（戻
入益）」として区分表示しております。

ホ．消費税等の会計処理 控除対象外の消費税等については、販売費及び一般管理費に計上しております。ただ
し、固定資産に係る控除対象外の消費税等は、投資その他の資産の「その他」に含め
て計上し、法人税法の規定により均等償却しております。

2．会計上の見積りに関する注記
(1) 投資損失引当金

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　投資損失引当金　　　13,468百万円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

イ．算出方法
投資損失引当金は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (4) 会計方針に関する
事項 ③ 引当金の計上基準 イ．投資損失引当金」に会計方針として記載のとおり、連結会計年度末に有する未上場
営業投資有価証券の損失に備えるため、投資先企業の実情を勘案の上、その損失見積額を計上しております。損失
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営業投資有価証券 6,846百万円
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 414百万円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 56,060千株 － － 56,060千株

見積額の算出にあたっては、個別投資先ごとに入手することができる直近の実績データを収集し、業績悪化の程度
や資金調達の状況を踏まえて、今後１年程度は事業運営することができる資金力（業績回復も含む）をベースとし
当該営業投資有価証券の回収予想金額を算出しております。その結果、当社内の評価に係る会議において、当該営
業投資有価証券の回収予想金額が取得原価の70％を下回る可能性が高いと判断する場合には、当社で定める「未
上場営業投資有価証券の評価引当基準」に基づき、当該回収予想金額に応じて損失見積額を計上しております。

ロ．主要な仮定
投資先企業の実情（直近ファイナンスの状況、事業計画や予算に対する売上高・利益・その他重要業績評価指標
（KPI）の達成状況、株式上場やトレードセール等の実現可能性、売却見込額、資金繰り、経営陣及び取引先の状
況等）を勘案の上、その損失見積額を計上しております。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
見積りに用いた仮定の不確実性は高く、投資先企業の事業計画や予算に対する進捗の見通し等と実績に乖離が生じ
た場合には、投資先企業の事業活動・資金調達活動等及び投資先株式等のEXITに大きな影響があるため、翌連結会
計年度の連結計算書類において当該投資損失引当金に影響する可能性があります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　267百万円
（繰延税金負債と相殺前の金額は2,542百万円であります。）

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
イ．算出方法

将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニングに基づき、繰延税金資産
の回収可能性を判断しております。課税所得の見積りに際して、当社の事業特性から将来の収支の予測を確実に見
込むのは困難であるため、一定期間の相場変動を織り込んだ過去の実績等を用いた予測を基に繰延税金資産を算出
しております。ただし、当社はその事業特性から国内・海外の株式市場並びに新規上場市場の影響を強く受けるこ
とから、実際に市場環境等に変調があった場合には、業績が長期間低調に推移する可能性も考慮したうえで、繰延
税金資産の回収可能性を判断しております。

ロ．主要な仮定
過去一定期間の投資回収倍率が、見積り可能な期間の予想投資回収倍率となるであろうという前提に基づいたうえ
で、今後の不確実性も考慮し、一定のストレスをかけて将来の収支を予測しております。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
上記のとおり、市場環境等の影響で収益水準が大きく変動することに伴い、課税所得の見積額が変動し、繰延税金
資産の回収可能性の判断に重要な影響を与えるリスクがあり、結果として、翌連結会計年度の連結計算書類におい
て繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

3．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産

担保に供している資産並びに担保付債務はありません。
ただし、当社の投資先企業の債務に対し、以下の資産を担保に供しております。

4．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,576千株 0千株 84千株 1,492千株

・配当金の総額 3,759百万円
・配当の原資
・１株当たり配当金額

利益剰余金
69円

・基準日 2024年３月31日
・効力発生日 2024年５月24日

・配当金の総額 1,746百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 32円
・基準日 2024年9月30日
・効力発生日 2024年11月26日

・配当金の総額 3,055百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 56円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年５月27日

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1. 自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによるものであります。
2. 自己株式の株式数の減少は譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

2024年５月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

2024年10月25日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2025年５月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項

7



2025/05/12 16:19:55 / 24178932_ジャフコ グループ株式会社_招集通知

連結注記表

（繰延税金資産） （単位：百万円）
営業投資有価証券時価評価損 39
投資損失引当金 4,076
累積為替変動対応費用 13
未払事業税等 210
投資有価証券評価損 1,140
会員権評価損 20
退職給付に係る負債 105
繰越欠損金 145
成功報酬益金算入額 530
その他 923

繰延税金資産小計 7,205
評価性引当額 △4,663

繰延税金資産合計 2,542
（繰延税金負債） （単位：百万円）

その他有価証券評価差額金 7,976
繰延税金負債合計 7,976
繰延税金負債の純額 5,434

（単位：百万円）
固定資産－繰延税金資産 267
固定負債－繰延税金負債 5,702

（単位：％）
法定実効税率 30.62
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.28
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.33
海外子会社との税率差異 △0.80
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.94
評価性引当額の増減 △0.87
その他 △0.48
税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.48

5．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」(令和７年法律第13号)が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026
年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延
税金負債については、法定実効税率を30.62%から31.52%に変更し計算しております。
この変更により、当連結会計年度の繰延税金負債の金額(繰延税金資産の金額を控除した金額)が192百万円増加し、法
人税等調整額が34百万円、その他有価証券評価差額金が227百万円、それぞれ減少しております。

(4) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社及び国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開
示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれ
らに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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6．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、当社グループが管理運営するファンドへの出資を通じて、日本・アジア・米国を中心に未上場株
式等を対象とする投資運用業を行っております。こうした投資運用業を行うための資金は、自己資本の範囲内での
投資を原則としつつ、必要に応じて銀行借入による間接金融などによって調達しております。また、一時的な余資
は安全性及び流動性の高い金融資産で運用しており、投機的取引は行わない方針であります。デリバティブも利用
しておりません。

②　金融商品の内容及びそのリスク
当社グループが保有する営業投資有価証券並びに主に事業推進目的で保有する投資有価証券のうち、上場株式につ
いては、市場価格の変動リスクに晒されております。また、外貨建営業投資有価証券については、上記リスクのほ
か為替変動リスクに晒されております。
当社グループの主たる投資対象である未上場企業は、上場企業に比べ、収益基盤や財務基盤が不安定で経営資源も
制約されるため、経済環境等の影響を受けやすく、未上場株式等への投資には、以下のようなリスクが存在しま
す。
イ. 投資によってキャピタルゲインが得られるかどうかについての確約はありません。
ロ. 投資によってはキャピタルロスが発生するリスクがあります。
ハ. 投資対象は、ファンドの運用期間中に株式上場、売却等が見込める企業を前提としていますが、株式上場時

期・売却等が見込みと大幅に異なる可能性があります。
ニ. 未上場株式等は上場企業の株式等に比べ流動性が著しく劣ります。
借入金及び転換社債型新株予約権付社債は、主に投資運用業を行うための資金調達を目的としたものであり、流動
性リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．未上場株式等への投資のリスクの管理

当社グループの投資運用事業は、投資資金の増殖回収を目的としており、主な投資対象は、将来、株式上場や企
業買収、トレードセール等によるキャピタルゲインが期待できる未上場企業であります。未上場企業への投資に
ついては、投資部門で、投資候補先企業に対する、事業性、技術力、財務状況、経営者評価等の観点から評価を
行うとともに、投資部門から独立した投資調査担当でも並行して評価を行った上で、所定の委員会で投資の可否
を決定しております。
投資後は、投資部門等が、投資先企業の経営状況を随時かつ定期的にモニタリングし、財務状況の悪化、事業計
画の遅延等の早期把握に努め、一定以上の損失が見込まれる場合には、投資損失引当金を計上することにより、
将来の損失に備えております。
また、投資先企業が業績その他の理由で上場の見通しが立たない場合、もしくは企業価値の増加が見込めないと
判断した場合は、未上場段階で第三者等へ売却することによって流動化を図っております。

ロ．市場リスク（市場価格や為替等の変動リスク）の管理
当社グループは、市場リスクに関する定量的分析に代えて、上場営業投資有価証券については、継続的に時価や
発行体の経営状況等を把握し、適切な価格、タイミングで流動化を図っており、外貨建営業投資有価証券につい
ては、為替変動の継続的モニタリングを行っております。
また、投資有価証券については、主に業務上の関係を有する企業の株式でありますが、定期的に時価や経営状況
を把握するとともに、当社との関係等を勘案して継続的に保有状況を見直すことで、定量的分析に代えてリスク
管理を行っております。

リスク変数の変動を合理的な範囲で想定した場合の開示情報
・株価リスク
（国内上場営業投資有価証券・投資有価証券）

当社グループにおいて、国内株式市場の株価リスクの影響を受ける主たる金融商品は、国内株式市場に上場し
ている「営業投資有価証券」、「投資有価証券」であり、その連結貸借対照表計上額は16,490百万円であり
ます。
その他すべてのリスク変数が一定の場合、2025年３月31日現在の株価が仮に10％低ければ、当該金融資産
と金融負債相殺後の純額（資産側）の時価は1,649百万円減少するものと考えられます。反対に、株価が10％
高ければ、1,649百万円増加するものと考えられます。

（海外上場営業投資有価証券）
当社グループにおいて、海外株式市場の株価リスクの影響を受ける主たる金融商品は、海外株式市場に上場し
ている「営業投資有価証券」であり、その連結貸借対照表計上額は7,321百万円であります。
その他すべてのリスク変数が一定の場合、2025年３月31日現在の株価が仮に10％低ければ、当該金融資産
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1) 営業投資有価証券 23,867 23,867 －

(2) 投資有価証券 2,192 2,192 －

資産計 26,060 26,060 －

(1) 長期借入金 183 182 △0
(2) 転換社債型新株予約権付

社債 15,000 17,363 2,363

負債計 15,183 17,545 2,362

連結貸借対照表計上額

営業投資有価証券に属するもの

非上場株式（＊１） 80,980

投資有価証券に属するもの

非上場株式（＊１） 795

その他（＊２） 389

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 72,486 － － －

合計 72,486 － － －

と金融負債相殺後の純額（資産側）の時価は732百万円減少するものと考えられます。反対に、株価が10％
高ければ、732百万円増加するものと考えられます。

・外国為替リスク
当社グループにおいて、外国為替レート（主として円・米ドルレート）のリスクの影響を受ける主たる金融商
品は、「営業投資有価証券」の上場外貨建株式であり、その連結貸借対照表計上額は8,342百万円でありま
す。
その他すべてのリスク変数が一定の場合、2025年３月31日時点で、円が対米ドルで仮に10％円安になれ
ば、当該金融資産と金融負債相殺後の純額（資産側）の時価は834百万円増加するものと考えられます。反対
に、円が対米ドルで10％円高になれば、834百万円減少するものと考えられます。

ハ．資金調達に関する流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
借入金及び転換社債型新株予約権付社債は流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が適時に
資金繰計画を作成・更新するなどの方法により管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が変
動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、非上場株式等については含まれておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

（注１）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ものであることから、記載を省略しております。

（注２）上表に含めていない営業投資有価証券及び投資有価証券
（単位：百万円）

（＊１）「非上場株式」については、市場価格がないため「(1) 営業投資有価証券」及び「(2) 投資有価証券」には
含まれておりません。

（＊２）投資有価証券に属するもののうち、「その他」は、他社ファンドへの出資であります。当該出資は、連結
貸借対照表に持分相当額を純額で計上しているため、「(2)投資有価証券」には含めておりません。なお、
当連結会計年度末における、当該出資に係る連結貸借対照表計上額の合計額は389百万円であります。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）
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連結注記表

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 34 134 15 － － －
転換社債型新株
予約権付社債 － － － 15,000 － －

合計 34 134 15 15,000 － －

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

営業投資有価証券 20,615 361 2,890 23,867

投資有価証券 2,192 － － 2,192

資産計 22,807 361 2,890 26,060

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 182 － 182

転換社債型新株予約
権付社債 － 17,363 － 17,363

負債計 － 17,545 － 17,545

（注４）長期借入金及び転換社債型新株予約権付社債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお
ります。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対

象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイン

プットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ
ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
営業投資有価証券

営業投資有価証券のうち、上場株式の時価は取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
また、営業投資有価証券のうち、TOKYO PRO Market及びTaipei Exchange (TPEx) の Emerging Stock 
Board（ESB）に上場している株式は、原則として、時価は取引所の価格によっており、これらの市場の流動性
等を考慮し、レベル２の時価に分類しております（なお、上記のうち著しく流動性の低い一部の株式について
は、投資先企業の実情を勘案し、回収予想金額に基づき時価を算定しております。これは、主に観察できないイ
ンプットを用いて時価を算定していることから、レベル３に分類しております。）。
さらに、営業投資有価証券のうち、未上場投資先の新株予約権や新株予約権付社債等の株式以外の投資の時価に
ついては、類似会社の市場価格に基づく評価技法や、最終取引価格や種類株式の優先条件等を考慮した取引事例
に基づく評価技法等により株主価値を算定しております。そして、オプション・プライシング・モデル等によ
り、当該株主価値を各投資の時価に配分しております。これらは、主に観察できないインプットを用いて時価を
算定していることから、レベル３に分類しております。
これらのレベル３に分類された営業投資有価証券の時価の算定に用いられた観察できないインプットは、主に評
価倍率、非流動性ディスカウント、ボラティリティ、予想残存期間等であります。
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連結注記表

区分 評価技法 重要な観察できないインプット インプットの範囲

営業投資有価証券

類似会社の市場価格
に基づく評価技法

売上高倍率 0.9倍～12.8倍

非流動性ディスカウント 20.6％～29.2％

オプション・プライ
シング・モデル

ボラティリティ 57.7％～96.9％

予想残存期間 1.6年～3.1年

営業投資有価証券

期首残高 2,646

その他の包括利益に計上 △14

取得 495

売却 △68

未上場投資先の新株予約権や新株予約権
付社債等から株式への転換 △194

その他 25

期末残高 2,890

投資有価証券
株式の時価は取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル
１の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく
異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。
固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入において想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。これらの長期借入金の時価は、レベル２の時価に分
類しております。

転換社債型新株予約権付社債
転換社債型新株予約権付社債の時価は、取引金融機関が提示した時価情報の価格によっており、その時価をレベ
ル２の時価に分類しております。

（注２）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル３の時価に関する情報
(1) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報

上表では、当社グループが保有する未上場投資先の新株予約権や新株予約権付社債等の株式以外の投資の時価評価
に関するインプットを記載しております。

(2) 期首残高から期末残高への調整表
（単位：百万円）

(3) 時価の評価プロセスの説明
レベル３に分類した金融商品については、社内の時価算定の方針及び手続に従い、評価担当者がこれに沿って対
象となる金融商品の性質、特性及びリスクを適切に反映できる評価技法を決定し、用いられた評価技法及びイン
プットの妥当性を確認のうえ、時価を算定及び分析しております。また、時価の算定結果については適切な責任
者が承認しております。

(4) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
類似会社の市場価格に基づく評価技法において、類似会社の売上高倍率が著しく上昇（下落）した場合、営業投
資有価証券の時価の著しい増加（減少）が生じます。一方で、非流動性ディスカウントが著しく上昇（下落）し
た場合、営業投資有価証券の時価の著しい減少（増加）が生じます。
また、オプション・プライシング・モデルにおいて、ボラティリティ及び予想残存期間が著しく上昇（下落）し
た場合、オプション価値の著しい増加（減少）が生じ、結果として営業投資有価証券の時価が変動します。な
お、ボラティリティや予想残存期間、非流動性ディスカウント等のインプットは、各々が必ずしも独立したもの
ではなく、これらの間の相関関係は、複数の組み合わせがあり、営業投資有価証券の時価もその組み合わせによ
り増加又は減少します。
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連結注記表

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

投資事業組合管理収入

ファンド名 設立 満期(予定) 管理報酬 成功報酬 合計

ジャフコＳＶ４シリーズ 2013年３月 2026年12月 19 1,325 1,344

ジャフコＳＶ５シリーズ 2016年８月 2026年12月 442 ー 442

ジャフコＳＶ６シリーズ 2019年６月 2029年12月 1,210 ー 1,210

ジャフコＳＶ７シリーズ 2022年６月 2032年12月 1,648 ー 1,648

JAFCO Asia Technology 
Fund Ⅵ L.P. 2013年３月 2024年12月 35 298 334

JAFCO Asia Technology 
Fund Ⅶ L.P. 2017年４月 2026年12月 197 ー 197

JAFCO Taiwan Ⅰ Venture 
Capital Limited Partnership 2019年９月 2026年12月 132 ー 132

JAFCO Asia S-8 Fund 
Limited Partnership
JAFCO Asia S-8(A) Fund 
Limited Partnership

2021年４月 2030年12月 193 ー 193

JAFCO Taiwan Ⅱ Venture 
Capital Limited Partnership 2022年12月 2029年12月 241 ー 241

その他 － － 138 2 141

合計 － － 4,259 1,626 5,885

7．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、ファンド運用事業の単一セグメントであり、売上高のうち、管理報酬と成功報酬で構成される投資事
業組合管理収入は、顧客との契約から生じる収益であります。なお、当該収益のファンド種類ごとの分解情報は以下の
とおりであります。

（単位：百万円）

（翌期以降に認識することが見込まれる管理報酬について）
ファンドの管理報酬は、概ね四半期ごとにコミットメント総額等に一定の料率を乗じた金額を受領することとなっ
ており、当該料率はファンドの満期に近づくにつれて逓減する契約となっております。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
①　契約及び履行義務に関する情報

イ．履行義務に関する情報
履行義務に関する情報は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (4) 会計方針
に関する事項 ④ その他連結計算書類作成のための重要な事項 へ．重要な収益及び費用の計上基準」に記載して
おります。

ロ．重要な支払条件に関する情報
管理報酬は、契約に基づき、概ね履行義務の進捗に応じて段階的に受領しております。成功報酬は、組合員に対
する分配の累計額が総出資金額を超えた時点から、ファンドが分配を行うタイミング毎に受領しております。

②　取引価格の算定に関する情報
管理報酬は、契約に基づく料率をコミットメント総額等に乗じて算定しております。成功報酬は、契約に基づく料
率を、既分配累計額と現時点の分配可能額の合計額からコミットメント総額を控除した額に乗じて算定しておりま
す。
なお、成功報酬については、ファンドの運用成果に応じて対価が決まることから、変動対価としております。当該
ファンドの運用成果は、市場の変動性又は第三者の判断若しくは行動等、当社グループの影響力が及ばない要因に
影響を受けやすいことから、変動対価の額の見積りには著しい不確実性があるため、収益の著しい減額が発生しな
い可能性が高い部分に限り、取引価格に含めております。

③　履行義務への配分額の算定に関する情報
管理報酬及び成功報酬は、それぞれ単一の履行義務として認識しており、取引価格の履行義務への配分は行ってお
りません。

④　履行義務への充足時点に関する情報
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連結注記表

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 49

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 23

契約資産（期首残高） 220

契約資産（期末残高） 164

(1) １株当たり純資産額 2,586円26銭
(2) １株当たり当期純利益 175円59銭

履行義務の充足時点に関する情報は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (4) 
会計方針に関する事項 ④ その他連結計算書類作成のための重要な事項 へ．重要な収益及び費用の計上基準」に記
載しております。

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末にお
いて存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①　契約資産及び契約負債の残高等
（単位：百万円）

契約資産は、ファンドの運用義務に係る対価である成功報酬に対する当社グループの権利に関するものでありま
す。当該対価は、契約に基づき、収入金額が期末時点で将来、著しい減額が発生しない可能性が高いと見込まれた
時点から契約資産として認識し、ファンドが分配を行うタイミング毎に受領しております。

②　残存履行義務に配分した取引価格
翌期以降に認識することが見込まれる管理報酬に関する情報は、「(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情
報」に記載しております。
また、ファンドの運用成果に応じて対価が決まる成功報酬は、「(2) 収益を理解するための基礎となる情報 ② 取
引価格の算定に関する情報」に記載の通り、当社グループの影響力が及ばない要因の影響を受けやすく、各ファン
ドのパフォーマンス予想が困難であるため、変動対価の額の見積りについて著しい不確実性が解消するまでは、見
積りの額は算定せず、収益認識をしておりません。従って、本注記においても、翌期以降に認識することが見込ま
れる成功報酬に関する情報の記載は省略しております。

8．１株当たり情報に関する注記
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連結注記表

① 名称 JAFCO Investment（Asia Pacific）Ltd

② 所在地 10 Collyer Quay #05-07 Ocean Financial Centre Singapore 049315

③ 代表者の役職・氏名 President & Chief Executive Officer・Yoshiyuki Shibusawa

④ 事業内容 ファンド運用業務

⑤ 資本金 15百万シンガポールドル

⑥ 設立年月 1990年３月

⑦ 大株主及び持株比率 当社　100％

⑧ 上場会社と当該会社
の関係

資本関係 当社は当該会社の議決権の100％を保有しています。

人的関係 当社の執行役員1名が取締役を兼務しています。

取引関係 当該会社が運用するファンドに当社が出資しています。

⑨ 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態（単位：百万米ドル）

決算期 2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期

連結純資産 47 42 43

連結総資産 69 65 62

連結売上高 14 13 15

連結営業利益 1 6 7

連結当期純利益 △0 5 5

① 異動前の所有株式数 15,000,000株（議決権所有割合：100％）

② 譲渡株式数 15,000,000株

③ 異動後の所有株式数 ０株（議決権所有割合：０％）

① 取締役会決議日 2025年４月23日

② 契約締結日 2025年４月23日

③ 株式譲渡実行日 2025年６月30日（予定）

９．重要な後発事象に関する注記
(子会社株式の譲渡)
当社は、2025年４月23日開催の取締役会において、アジアでベンチャーキャピタルファンドを運営する連結子会社
JAFCO Investment（Asia Pacific）Ltdの全株式をBee Alternatives Management Ltd.に譲渡することを決議し、同日
付で株式譲渡契約を締結いたしました。なお、本株式譲渡に伴い、JAFCO Investment（Asia Pacific）Ltd及び同社の子
会社は当社の連結の範囲から除外されることになります。

(1) 株式譲渡の理由
当社は、2025年４月23日に公表しました「企業価値向上に向けた国内投資への集中及び株主還元の強化に関するお知
らせ」の「２．国内投資への集中」に記載の通り、投資パフォーマンスに優位性があり、今後もマーケットの拡大が予
想される国内投資に集中するため、海外子会社であるJAFCO Investment（Asia Pacific）Ltdの株式譲渡を行うこと
を決定しました。

(2) 異動する子会社の概要

(3) 株式譲渡の相手先の名称
Bee Alternatives Management Ltd.

(4) 譲渡株式数及び譲渡前後の所有株式の状況

(5) 異動の日程

(注) 本株式譲渡の実行は、関係当局の承認の取得等を条件としており、これらの進捗状況によっては変更される可
能性があります。

(6) 今後の見通し
本株式譲渡により、当社の2026年３月期連結業績に与える影響は限定的であると考えておりますが、重要な影響を与
えることが判明した場合には速やかに開示いたします。
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連結注記表

(自己株式の取得)
当社は、2025年４月23日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取
得に係る事項を次のとおり決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施いたしました。

(1) 自己株式の取得を行う理由
必要資金を超える現預金を株主還元に充当するという方針に沿って、2025年３月期末のネット使用可能現預金を勘案
し、このたびの自己株式の取得を決定しました。

(2) 取得に係る事項の内容
① 取得する株式の種類　当社普通株式
② 取得する株式の総数　350万株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合6.41％）
③ 取得価額の総額　　　5,000百万円（上限）
④ 取得期間　　　　　　2025年４月24日～2025年10月23日
⑤ 取得方法　　　　　　東京証券取引所における市場買付け

(3) 自己株式の取得の状況
①上記取締役会決議に基づき2025年４月24日から2025年４月30日までに取得した自己株式

取得した株式の総数　　84,200株
株式の取得価額の総額　203百万円

②2025年5月1日以降に取得する予定の自己株式の金額（上限）
4,796百万円
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個別注記表

・市場価格のない株式等以外
のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法であります。
評価差額は、未上場投資先の新株予約権や新株予約権付社債等の株式以外の投資
等は全部純資産直入法により処理し、それ以外の有価証券については部分純資産
直入法により処理しております。また、売却原価は移動平均法により算定してお
ります。

・市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法であります。

建 物 ８年～18年
器具及び備品 ３年～15年

①　営業投資有価証券売上高
及び売上原価

営業投資有価証券売上高には、投資育成目的の営業投資有価証券の売却高、受取
配当金及び受取利息を計上し、同売上原価には、売却有価証券帳簿価額、支払手
数料、強制評価損等を計上しております。

②　投資事業組合管理収入 投資事業組合管理収入は、管理報酬と成功報酬で構成される顧客との契約から生
じる収益であり、計上基準は以下のとおりであります。
① 企業の主要な事業における主な履行義務の内容

当社及び当社の子会社が運用するファンドを組合契約に基づいて管理・運用
する義務があり、一定の期間にわたり継続して履行義務が充足されます。

② ①の義務に係る収益を認識する通常の時点
（管理報酬）一定の期間にわたる履行義務を充足した時点で収益を認識して
おります。
（成功報酬）当社及び当社の子会社が運用するファンドから受け取る成功報
酬は、変動対価であり、収入金額が期末時点で将来、著しい減額が発生しな
い可能性が高いと見込まれた時点で収益を認識しております。

①　外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。

②　ファンドへの出資金に係
る会計処理

当社及び当社の子会社が管理運営するファンドへの出資金に係る会計処理は、当
社と決算日が同一であるものについては、当社の決算日におけるファンドの財務
諸表に基づいて、また、当社と決算日が同一でないものについては、当社の決算
日におけるファンドの仮決算による財務諸表に基づいて、ファンドの資産、負債
及び収益、費用を当社の出資持分割合に応じて計上しております。

個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法であります。
②　その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産 ソフトウェア（自社利用分）について、社内における見込利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
①　投資損失引当金 期末に有する未上場営業投資有価証券の損失に備えるため、投資先企業の実情を

勘案の上、その損失見積額を計上しております。なお、損益計算書の「投資損失
引当金繰入額（戻入額）」は、投資損失引当金の当事業年度末残高と前事業年度
末残高の差額を計上しております。また、減損処理を実施した未上場営業投資有
価証券については、減損損失相当額を投資損失引当金繰入額に含めて計上し、取
得原価から直接減額しておりません。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上して
おります。

③　役員臨時報酬引当金 役員の臨時報酬の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上し
ております。

④　退職給付引当金 退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給
額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項
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個別注記表

営業投資有価証券 6,846百万円
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 185百万円

①　短期金銭債権 10百万円
②　短期金銭債務 16百万円

①　金銭債権 52百万円
②　金銭債務 ー

①　営業収入額 14百万円
②　営業支出額 16百万円
③　営業取引以外の取引高 1,108百万円

(2) 営業投資有価証券売上原価に含まれている強制評価損 ー

③　売上総利益区分 営業投資有価証券の回収過程で発生する損益を確定したものと未確定のものに区
分し、確定したものについては投資成果を、未確定のものについては保有に伴っ
て生じる見込損失の変動状況をそれぞれ明確にするため、見込損失部分を除外し
た売上総利益区分を設けております。その後に、投資損失引当金の当事業年度末
残高と前事業年度末残高の差額を「投資損失引当金繰入額（戻入額）」として、
また、営業投資有価証券の評価差額（全部純資産直入法に基づく評価差額を除
く）について、当事業年度末において時価が取得原価を下回る金額から前事業年
度末における当該金額を控除した純額を「部分純資産直入法に基づく営業投資有
価証券評価損（戻入益）」として区分表示しております。

④　消費税等の会計処理 控除対象外の消費税等については、販売費及び一般管理費に計上しております。
ただし、固定資産に係る控除対象外の消費税等は、投資その他の資産の「その
他」に含めて計上し、法人税法の規定により均等償却しております。

2．会計上の見積りに関する注記
(1) 投資損失引当金

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　投資損失引当金　　　13,090百万円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　①の金額の算出方法等は、連結注記表「2．会計上の見積りに関する注記 (1) 投資損失引当金」の内容と同一のた

め、記載を省略しております。
(2) 繰延税金資産の回収可能性

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　繰延税金資産　　　　－百万円
　　　（繰延税金負債と相殺前の金額は2,022百万円であります）
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　①の金額の算出方法等は、連結注記表「2．会計上の見積りに関する注記 (2) 繰延税金資産の回収可能性」の内容と

同一のため、記載を省略しております。

3．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産

担保に供している資産並びに担保付債務はありません。
ただし、当社の投資先企業の債務に対し、以下の資産を担保に供しております。

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

(4) 取締役等に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

4．損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高
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個別注記表

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,576千株 0千株 84千株 1,492千株

（繰延税金資産） （単位：百万円）
営業投資有価証券時価評価損 39
投資損失引当金 4,076
累積為替変動対応費用 13
未払事業税等 210
投資有価証券評価損 1,140
会員権評価損 20
退職給付引当金 105
成功報酬益金算入額 530
その他 400

繰延税金資産小計 6,537
評価性引当額 △4,514

繰延税金資産合計 2,022
（繰延税金負債） （単位：百万円）

その他有価証券評価差額金 7,975
繰延税金負債合計 7,975
繰延税金負債の純額 5,952

（単位：％）
法定実効税率 30.62
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.26
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.79
住民税均等割 0.04
前期積立相違 0.03
外国子会社合算税制 0.41
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.94
評価性引当額の増減 △0.86
その他 △0.01
税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.76

5．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1. 自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによるものであります。
2. 自己株式の株式数の減少は譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。

6．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」(令和７年法律第13号)が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026
年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金
負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額(繰延税金資産の金額を控除した金額)が192百万円増加し、法人税
等調整額が34百万円、その他有価証券評価差額金が227百万円、それぞれ減少しております。

(4) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会
計の会計処理並びに開示を行っております。
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個別注記表

種類 会社等の名称 所在地 資本金
事業の
内容

又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社

JAFCO 

America 

Ventures Inc.
アメリカ

１百万
米ドル

ファンド
運用業務

所有
直接100%

業務の委託 配当 430 － －

子会社

JAFCO

Investment

( A s i a

Pacific) Ltd

シンガポ
ール

15百万
シンガポ
ールドル

ファンド
運用業務

所有
直接100%

投資斡旋
業務の委託

配当 646 － －

種類
会社等の

名称又は氏名
所在地 資本金

事業の
内容

又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 豊貴 伸一 － －
取締役
会長

被所有
直接0%

当社取締役
会長

自 己 株 式
の処分
(注２)

28 － －

役員 三好 啓介 － －
取締役
社長

被所有
直接0％

当社取締役
社長

資金貸付 7長期
貸付金

52
資金回収 16

利息受取 0未収収益 0

自 己 株 式
の処分
(注２)

28 － －

(1) １株当たり純資産額 2,520円55銭
(2) １株当たり当期純利益 176円61銭

7．関連当事者との取引に関する注記
　　(1)子会社等

　　(2)役員及び個人主要株主等

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　　① 価格その他の取引条件は、市場価格等を勘案し、当社の算定した対価に基づき交渉の上、決定しております。
　　　　　② 貸付に関する金利については、市場金利に基づき決定しております。
　　　２．譲渡制限付株式報酬制度に基づく金銭報酬債権の現物出資によるものであります。

8．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「7．収益認識に関する注記」に同一の内容
を記載しているため、注記を省略しております。

9．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
（子会社株式の譲渡）

連結注記表「９．重要な後発事象に関する注記（子会社株式の譲渡）」に記載しているため、記載を省略しております。

（自己株式の取得）
連結注記表「９．重要な後発事象に関する注記（自己株式の取得）」に記載しているため、記載を省略しております。
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